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企画競争実施の公示

令和元年１１月５日

近畿地方整備局国営飛鳥歴史公園事務所長

松本 浩

次のとおり、企画提案書の提出を招請します。

１．業務概要

(1)業 務 名 国営飛鳥歴史公園情報発信手法改修業務

(2)業務内容 １）業務計画

２）既存資料の収集及び整理等

３）第一次大極殿院南門復原整備関連のホームページの更新

４）訪日外国人観光客に向けたホームページの多言語化の充実

５）平城宮跡歴史公園の取り組みを紹介するコンテンツの制作

６）ホームページの利用支援機能（音声読み上げ機能）の搭載手法検討

７）報告書作成

(3)履行期限 令和２年３月２５日

２．企画競争参加資格要件

(1) 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に

該当しない者であること。

(2) 平成３１・３２・３３年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提

供等」の近畿地域の競争参加資格を有すること。

(3) 企画提案書等の受領期限の日から見積の時までの期間に、近畿地方整備局長から指

名停止を受けていないこと。

(4) 技術者等に関する要件 ･･････配置予定技術者は下記(6)に示される同種又は類似業
務において、平成２１年度以降に完了した業務(再委託による業務の実績は認めない。)

を１件以上有すること。

(5) 業務執行体制に関する要件 ･･････本業務は業務実施体制表を提出するものとする。

(6) 業務実績に関する要件 ･･････下記に示される同種又は類似業務において、平成２

１年度以降に完了した業務(再委託による業務の実績は認めない。)を１件以上有する

こと。

・同種業務：歴史公園、歴史博物館等のホームページの企画・設計・作成を行っ

た業務

・類似業務：教養施設、レクリエーション施設等のホームページの企画・設計・

作成を行った業務
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(7) 国営飛鳥歴史公園事務所長から企画競争実施にかかる説明書の交付を受けた者で

あること。

(8) 会社更生法に基づき更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申し立てがなされている者（「競争参加者の資格に関する公

示」（平成３０年１１月２６日付け衆議院庶務部会計課長、参議院庶務部会計課長、

国立国会図書館総務部会計課長、最高裁判所事務総局経理局長、会計検査院事務総

長官房会計課長、内閣府大臣官房会計課長、復興庁会計担当参事官、総務省大臣官

房会計課長、法務省大臣官房会計課長、外務省大臣官房会計課長、財務省大臣官房

会計課長、文部科学省大臣官房会計課長、厚生労働省大臣官房会計課長、農林水産

省大臣官房参事官（経理）、経済産業省大臣官房会計課長、国土交通省大臣官房会

計課長、環境省大臣官房会計課長、防衛省大臣官房会計課長。以下、「平成３０年

１１月２６日付け公示」という。）に基づく「会社更生法及び民事再生法開始に基

づく更生手続の決定等を受けた者の手続」を行った者を除く。）でないこと。

(9) 警察当局から、暴力団員が実施的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、
国土交通省が発注する業務等からの排除要請があり、当該状態が継続しているもので

ないこと。

３．手続等

(1) 担当部局

〒６３４－０１４４ 奈良県高市郡明日香村大字平田５３８

近畿地方整備局国営飛鳥歴史公園事務所 総務課

電話０７４４－５４－２６６２ ＦＡＸ０７４４－５４－２７７２

(2) 説明書の交付期間、場所及び方法

期間：令和元年１１月５日から令和元年１１月１９日までの土曜日、日曜

曜日、祝日及び年末年始休暇を除く毎日、９時００分から１６時００分まで

ただし最終日は１２時００分まで。

場所：３．(1)に同じ。
方法：書面により交付を行う。なお、郵送（着払）による交付を希望する場合は

３．(1)に問い合わせること。
(3) 企画提案書の提出期限、場所及び方法

期限：令和元年１１月１９日１２時００分

場所：３．(1)に同じ。
方法：持参、郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。）に限る。

(4) 企画提案に関するヒアリングの有無 有

４．その他

(1) 手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

(2) 関連情報を入手するための照会窓口 ３．(1)に同じ。

(3) 企画提案書の作成及び提出に要する費用は、提出者側の負担とする。

(4) 提出された企画提案書は、当該提出者に無断で２次的な使用は行わない。
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(5) 企画提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該提案書を無効にするとともに、記載

を行った提出者に対して指名停止を行うことがある。

(6) 特定した提案内容については、国等の行政機関の情報公開法に基づき、開示請求が

あった場合、あらかじめ「開示」を予定している書類とする。

(7) 提案が特定された者は、企画競争の実施の結果、最適な者として特定したものであ

るが、会計法令に基づく契約手続の完了までは、国との契約関係を生じるものではな

い。

(8) その他の詳細は説明書による。
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国営飛鳥歴史公園情報発信手法改修業務

企画競争実施にかかる説明書

１．業務の概要

(1)業務目的
本業務は、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園のホームページについて、現在復原整備中である第

一次大極殿院南門の整備状況や「平城宮跡歴史公園スマートチャレンジ」の取組状況等の情報更

新を行い、ＷＥＢサイトの利用頻度を高めるとともに公園への来訪促進を目的としたコンテンツ

等の更新を行うものである。また、年々増加する訪日外国人観光客に向けた本公園ホームページ

の多言語化対応を行う。

(2)業務内容
業務内容は下記１）～７）のとおりとする。

１）業務計画

２）既存資料の収集及び整理等

３）第一次大極殿院南門復原整備関連のホームページの更新

４）訪日外国人観光客に向けたホームページの多言語化の充実

５）平城宮跡歴史公園の取り組みを紹介するコンテンツの制作

６）ホームページの利用支援機能（音声読み上げ機能）の搭載手法検討

７）報告書作成

(3)業務企画方針
本業務は、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園において、現在復原整備中である第一次大極殿院

南門復原整備、AI や IoT などの最新技術を活用した園内サービスの一層の魅力向上を目指す
「平城宮跡歴史公園スマートチャレンジ」の取組等をはじめ、国営公園事業の効果を広くご

理解いただく必要があるため、単に事業に関心がある利用者だけでなく、訪日外国人等を含

めた多くの方々が事業効果を把握できる内容を企画・設計・作成する。なお、具体の企画方

針は以下の通りとする。

①公園利用者にわかりやすいWEBサイトとする。
②訪日外国人に向けた多言語化に対応したものとする。

③公園への来訪を促進する内容の拡充を行うものとする。

(4)履行期間
履行期間は以下を予定している。

契約締結日の翌日～令和２年３月２５日

(5)貸与資料
国営飛鳥歴史公園ホームページ作成業務成果報告書（平成２０年３月）

平城宮跡歴史公園ホームページ作成業務成果報告書（平成２２年３月）

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園情報発信手法調査作成業務報告書（平成３０年３月）

(6)既存資料の閲覧
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技術提案書の作成にあたり、以下の資料を 11/5~11/18 の期間において閲覧することができ
る。

なお、閲覧を希望する場合は、事前に２．(6)に示す窓口に連絡するものとする。
・国営飛鳥歴史公園ホームページ作成業務成果報告書（平成２０年３月）

・平城宮跡歴史公園ホームページ作成業務成果報告書（平成２２年３月）

・国営飛鳥・平城宮跡歴史公園情報発信手法調査作成業務成果報告書（平成３０年３月）

(7)仕様書（案） 別添仕様書のとおり

(8)業務規模
７百万円程度を想定している。（提出された参考見積もりが、参考業務規模に対して、90

％～ 110％の範囲外のものは提示した業務規模と大きくかけ離れているものと評価する）

２．企画提案書の提出者に要求される参加資格要件及びその実施に関する提案内容(評価項目)等

(1)企画競争参加資格要件
① 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定に該当しない
者であること。

② 平成３１・３２・３３年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」

の近畿地域の競争参加資格を有すること。

③ 企画提案書等の受領期限の日から見積の時までの期間に、近畿地方整備局長から指名停止

を受けていないこと。

④ 下記に示される同種又は類似業務等について、平成２１年度以降【標準として過去 10年】
に完了した業務（再委託による業務実績は含まない）において１件以上の実績を有すること。

同種業務：歴史公園、歴史博物館等のホームページの企画・設計・作成を行った業務

類似業務：教養施設、レクリエーション施設等のホームページの企画・設計・作成を行っ

た業務

⑤ 配置予定技術者（以下「主たる担当者」という。）については、下記に示される同種又は

類似業務等について、平成２１年度以降に完了した業務（再委託 による業務の実績は含

まない）において１件以上の実績を有すること。

同種業務：歴史公園、歴史博物館等のホームページの企画・設計・作成を行った業務

類似業務：教養施設、レクリエーション施設等のホームページの企画・設計・作成を

行った業務

⑥ 国営飛鳥歴史公園事務所長から企画競争実施にかかる説明書の交付を受けた者であるこ

と。

⑦ 会社更生法に基づき更正手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づき再

生手続き開始の申し立てがなされている者（競争参加資格に関する公示に基づく再申請の手

続きを行った者を除く。）でないこと。

⑧ 警察当局から、暴力団員が実施的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、国土交

通省が発注する業務等からの排除要請があり、当該状態が継続しているものでないこと。

(2)本業務の企画競争の実施にあたり企画提案書に記載すべき事項及び留意事項は次のとおりと
する。
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提案内容（評価項目） 記載にあたっての留意事項
1 企業の同種又は類似 ・企画提案書の提出者（企業）が過去に受注した「同種又は類似業
の業務の実績 務」の実績（再委託による業務の実績は認めない）について記載
（平成２１年度以降 する。なお、同種又は類似業務の内容は、２．（１）④を参照の
の企業の同種又は類 こと。
似の実績） ・記載する業務は平成２１年度以降に完了した業務とする。

・記載する業務は最大２件までとする。
・記載する業務は、様式４に記載した主たる担当者の同種又は類似
業務を重複して記載することができる。

・同種又は類似業務の実績が確認できる資料を添付すること。
・記載様式は、様式２とし、Ａ４判１枚に記載する。

2 ワーク・ライフ・バ ・ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標の適合状況につ
ランス等の推進に関 いて記載する。
する指標 ・認定等を証明する認定通知書の写し、又は行動計画届出書（都道

府県労働局の受領印付）の写しを添付すること。
・外国法人については、上記に相当することを証明した内閣府が発
行する確認通知書の写しを添付すること。

・記載様式は、様式３－１又は３－２とする。
3 主たる担当者の業務 ・主たる担当者が過去に従事した「同種又は類似業務」の実績につ
の実績、経験及び能 いて記載する。なお、同種又は類似業務の内容は、２．(1)⑤
力 を参照のこと。
（平成２１年度以降 ・記載する業務は、平成２１年度以降に完了した業務とする。
の主たる担当者の同 ・記載する業務は最大２件までとする。
種又は類似の実績） ・同種又は類似業務の実績が確認できる資料を添付すること。

・実績が現在の企業等でない場合は、その実績を証明する資料を添
付すること。

・記載様式は、様式４とし、Ａ４判１枚に記載する。
4 当該業務の実施体制 ・業務の分担について記載する。
（業務実施体制） ・他の企業等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等

の協力を受けて業務を実施する場合は、再委託先又は協力先、そ

の理由（企業の特徴等）を記載するものとする。ただし、業務の

主たる部分を再委託してはならない。主たる部分については２．

(3)を参照。
・記載様式は様式５とする。

5 業務実施方針及び手 ・業務の実施方針、業務のフローチャート、工程計画、「有益な代
法（実施方針・実施 替案」、「重要事項の指摘と重要事項の指摘」に対する対応につ
フロー・工程表・そ いて簡潔に記載する。

の他） ・記載様式は様式６とし、Ａ４判１枚に記載する。

特定テーマに対す ・特定テーマに対する企画提案を具体的に記載する。

る提案 ・記載にあたり、概念図、出典の明示できる図表、既往成果、現地

写真を用いることは支障ないが、本件のために作成したＣＧや詳

細図面等を用いることは認めない。

・特定テーマについては２．(4)を参照。
・記載様式は様式７とし、Ａ４判１枚以内に記 載する。

6 参考見積 ・本業務に係る参考見積を提出すること。

・参考見積は、積算の参考として用いる。

・記載様式は特に定めないが、各Ａ４判１枚に記載する。
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(3)本業務における「主たる部分」は仕様書（案）第７条に示すとおりとする。

(4)特定テーマに対する提案
特定テーマ

国営飛鳥・平城宮跡歴史公園の２つの公園への来訪促進を目的としたコンテンツ等の更新方

針について。

着眼点

特定テーマ：的確性、実現性などが高い場合に優位に評価する。

(5)その他
本業務の契約書(案)及び仕様書(案)は別添のとおりである。

(6)担当部局
〒６３４－０１４４ 奈良県高市郡明日香村大字平田５３８

国土交通省近畿地方整備局国営飛鳥歴史公園事務所総務課

電 話：０７４４－５４－２６６２

ＦＡＸ：０７４４－５４－２７７２

３．企画提案書の作成及び記載上の留意事項

(1)企画提案書作成上の基本事項
企画競争は、高度な企画立案や高い信頼性を要する業務における具体的な取り組み方法に

ついて企画提案を求めるものであり、成果の一部の提出を求めるものではない。本説明書に

おいて記載された事項以外の内容を含む企画提案書又はこの書面及び別添の書式に示された

条件に適合しない企画提案書については、提案を無効とする場合があるので注意すること。

(2)企画提案書の作成方法
企画提案書の様式は、別添様式（様式１～７、Ａ４判）に示されるとおりとする。なお、

文字サイズは１０ポイント以上とする。

(3)契約書等の写し
同種又は類似の業務の実績として記載した業務に係る契約書の写し、仕様書等の業務内容

が判断できる資料及び主たる担当者が従事したことが確認できる資料（業務計画書等）の写

しを提出すること。

(4)作成に用いる言語等
書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法による

ものとする。

(5)企画提案書の無効
提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は無効とす

ることがある。

４．企画提案書の提出先及び受領期限

(1)提出先 ２．（6)と同じ
(2)提出方法
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２．(6)に掲げる提出先に、特定又は非特定通知の返信用封筒を、宛先を明記の上、簡易書
留料金分を加えた所定の料金の切手を貼って、企画提案書と併せて持参又は郵送(書留郵便等

の配達記録が残るものに限る。)するものとする。

(3)受領期限
令和元年１１月１９日（火） １２時００分

(4)受領期限までに企画提案書が到達しなかった場合、企画提案書はいかなる場合も受理しない。
(5)企画提案書の作成・提出、ヒアリングに関する費用は提出者の負担とする。
(6)企画提案書に虚偽の記載を行った場合は、当該企画提案書を無効にするとともに、記載を行
った提案者に対して指名停止の措置を行うことがある。

(7)特定した企画提案内容については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１
１年５月１４日、法律第４２号）において、行政機関が取得した文書について、開示請求者

からの開示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがない

ものについては、開示対象となる場合がある。提出された企画提案書は、当該提案者に無断

で２次的に使用しない。

(8)特定しなかった企画提案書について、返却が必要な場合は様式１にその旨を記載すること。
その場合、４．(2)で提出された返信用封筒にて行うので、封筒のサイズは角２とし、返却に
必要な料金を加えた切手を貼ること。

(9)企画提案書提出後において、原則として企画提案書に記載された内容の変更を認めない。ま
た、企画提案書に記載した主たる担当者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、

退職等のやむを得ない理由により変更を行う場合には、同等以上の担当者であるとの発注者

の了解を得なければならない。

５．企画提案書の提出に際し、不明な点がある場合の質問の受付方法等

(1)質問がある場合においては、次に従い、書面（様式は自由）により提出すること。
ａ）受領期間：令和元年１１月５日（火）～令和元年１１月１２日（火）

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時００

分から１６時００分まで

ｂ）提出場所：上記２．(6)に同じ
ｃ）提出方法：書面は持参、郵送（書留郵便に限る）又は信書便により提出するか若しくは、

ＦＡＸにて提出すること。ＦＡＸの場合は送信後、必ず着信を確認すること。

FAX ０７４４－５４－２７７２

電話 ０７４４－５４－２６６２

なお、質問内容の記載にあたっては、会社名(過去に受注した具体的な契約名

等の記載により会社名が類推される場合を含む。)を記載しないこと。このよ

うな質問があった場合には、回答を行わない場合がある。

(2)上記５．(1)の質問に対する回答書は、令和元年１１月１４日（木）１６時までに、企画競
争実施にかかる説明書を交付した全ての者にＦＡＸにて送付する。

６．ヒアリングの実施

(1)ヒアリングについて
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提出された企画提案書についての説明を受けるためのヒアリングを開催する。

ヒアリング参加者には、ヒアリング日時等の詳細を通知する。

開催日は以下の通りを予定している。

①実施場所：近畿地方整備局国営飛鳥歴史公園事務所

②実施日：令和元年１１月２０日（水）～令和元年１１月２１日（木）９時～１６時

③出席者：主たる担当者。なお、当該業務に予定する担当者の同席は認める。

(2)ヒアリング参加時の追加資料は受理しない。また、ヒアリング参加時に会場へ持ち込める資
料は企画提案書のみとする。

７．企画提案を特定するための評価基準

企画提案書の評価項目、判断基準、ならびに評価のウェイトは以下のとおりである。

番 提案内容 評価の着目点 評価の

号 （評価項目） 判断基準 ウェイト

1 企業の同種又は類 平成２１年度以降の同種 説明書２．(1)④で定義した要件に該当しな
似の業務の実績 又は類似業務の実績の内 い場合には特定しない。 数値化し

（平成２１年度以 容 ない

降の企業の同種又

は類似の実績）

2 ワーク・ライフ・ 女性活躍推進法に基づく ①３段階目の認定を取得又は認定に相当し ① ３

バランス等の推進 認定（えるぼし認定企業） ている。 ② ２

に関する指標（複 ②２段階目の認定を取得又は認定に相当し ③ １

数の認定等に該当 ており、かつ、「評価項目３：労働時間等の ④ ０．５

する場合は、最も 働き方」の基準を満たしている。 ⑤ ０

配点が高い区分に ③１段階目の認定を取得又は認定に相当し

より加点を行う。） ており、かつ、「評価項目３：労働時間等の

働き方」の基準を満たしている。

④一般事業主行動計画を策定・届出をして

いる又は相当しており、かつ、常時雇用す

る労働者が３００人以下である。

⑤認定を取得又は相当していない。

次世代法に基づく認定（く ①「プラチナくるみん（特例）認定」を取 ① ２

るみん・プラチナくるみ 得又は相当している。 ② １

ん認定企業） ②「新くるみん認定」又は「旧くるみん認 ③ ０

定｣を取得又は相当している。

③認定を取得又は相当していない。

若者雇用促進法に基づ ①青少年雇用促進法に基づく認定（ユース ① ２

く認定（ユースエール エール認定）を取得又は相当している。 ② ０

認定企業） ②認定を取得又は相当していない。

3 主たる担当者の業 専 平成２１年度以降の 下記の順位で評価する。 ① １７

務の実績、経験及 門 同種又は類似業務の ①同種業務の実績が２件以上ある。 ② １２

び能力 技 実績の内容 ②同種業務の実績がある。 ③ ７

（主たる担当者の 術 ③類似業務の実績がある。 ④特定し

の平成２１年度以 ④業務実績が無い場合は特定しない。 ない

降の同種又は類似

業務の実績）

4 当該業務の実施体 業務実施体制の妥当性 下記項目に該当する場合には特定しない。

制 ・再委託の内容が、主たる部分の場合。 数値化し
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（業務実施体制） ・業務の分担構成が不明確又は不自然な場 ない

合。

5 業務実施方針及び 業務理解度 ・目的、条件、内容の理解度が高い場合に ① ６

手法（実施方針・ 優位に評価する。 ② ３

実施フロー・工程 ①正しく理解。 ③ ０

表・その他）、特 ②概ね理解。

定テーマ ③理解度が低い。

に対する提案及び 実施手順 ・業務実施手順で示す実施フローの妥当性 ① ６

ヒアリング が高い場合に優位に評価する。 ② ３

①妥当性が高い。 ③ ０

②概ね妥当。

②一部不都合な部分有り。

工程表 ・業務量の把握状況を示す工程計画の妥当 ① ６

性が高い場合に優位に評価する。 ② ３

①妥当性が高い。 ③ ０

②概ね妥当。

②一部不都合な部分有り。

その他 ・「有益な代替案」、「重要事項の指摘と重要 ① ６

事項の指摘に対する対応」がある場合に優 ② ３

位に評価する。なお、業務の目的が理解さ ③ ０

れておらず、業務フローや工程表の妥当性

が著しく劣る場合は、特定しない。

①「有益な代替案」、「重要事項の指摘と重

要事項の指摘に対する対応」の２つがある。

②「有益な代替案」、「重要事項の指摘と重

要事項の指摘に対する対応」のいずれかが

ある。

③提案がない場合。

業務の目的が理解されておらず、実施フローや工程表の妥当性が 数値化し

著しく劣る場合は特定しない。 ない

的確性 ・業務内容等で示した与条件との整合が取 ① ８

れている場合に優位に評価する。 ② ４

①整合性が十分ある。 ③ ０

②整合性がある。

③整合性が不十分。

・必要なキーワード（着眼点、問題点、解 ① ８

決方法等）が網羅されている場合に優位に ② ４

評価する。 ③ ０

①キーワードが十分網羅。

②キーワードが網羅。

③キーワードの記述が不十分。

・業務の難易度に相応しい提案となってい ① ４

る場合に優位に評価する。 ② ２

①難易度に十分相応しい。 ③ ０

②難易度に相応しい。

③不十分。

・業務の重要度を考慮した提案となってい ① ４

る場合に優位に評価する。 ② ２

①重要度が十分に考慮。 ③ ０

②重要度を考慮。

③重要度の考慮が不足。

業務の的確性に著しく欠ける場合は特定し 数値化し

ない。 ない

実
施
方
針
・
実
施
フ
ロ
ー
・
工
程
表
・
そ
の
他

特
定
テ
ー
マ
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実現性 ・提案内容に説得力がある場合に優位に評 ① ８

価する。 ② ４

①説得力が十分ある。 ③ ０

②説得力がある。

③説得力が不十分。

・提案内容を裏付ける類似実績などが明示 ① ４

されている場合に優位に評価する。 ② ２

①複数の類似実績がある。 ③ ０

②類似実績がある。

③類似実績がない。

・利用しようとする技術や手法等が適切な ① ４

場合に優位に評価する。 ② ０

①適切である。

②上記以外。

・提案内容によって想定される効果が適切 ① ４

な場合に優位に評価する。 ② ０

①適切である。

②提案内容と不整合。

業務の実現性に著しく欠ける場合は特定し 数値化し

ない。 ない

独創性 ・経験に基づく、前例のない提案がある場 ① １２

合に、優位に評価する。 ② ０

①提案有り。

②提案無し。

6 参考見積 業務コストの妥当性 提示した業務規模と大きくかけ離れている 数値化し

か、または提案内容に対して見積もりが不 ない

適切な場合には特定しない。

８．企画提案の特定

特定された者に対しては、書面（特定通知書）により通知する。

９．非特定理由に関する事項

(1)提出した企画提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨と、その理由（非
特定理由）を書面（非特定通知書）をもって、事務所長から通知する。

(2)上記９．(1)の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（土曜日、日曜日及
び休日を含まない。）以内に、書面（書式は自由）を持参又は郵送（書留郵便等の配達の記録

の残るものに限る。）することにより、事務所長に対して非特定理由について書面に より

説明を求めることができる。

(3)上記９．(2)の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して 10日以内に書
面（様式自由）により行う。

(4)非特定理由の説明書請求の受付場所、受付時間は以下のとおりである。
①受付場所：２．(6)の提出先と同じ。
②受付日時：土曜日、日曜日及び休日を除く９時００分から１６時００分まで。

(5)非特定理由通知は、別途行われる契約手続の執行を妨げるものではない。

10．その他の留意事項
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(1)契約書作成の要否等
別冊契約書（案）により契約書を作成するものとする。

(2)支払条件 前払金 無 部分払 ０回

(3)関連情報を入手するための照会窓口 ２．（6）に同じ
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（様式１）

企画提案書

業務の名称：国営飛鳥歴史公園情報発信手法改修業務

標記業務について、企画提案書を提出します。
なお、予決令第７０条及び第７１条の規定に該当する者でないこと、会社更生法に

基づき更正手続き開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続
きの申し立てがなされている者でないこと並びに添付書類の内容については事実と相
違ないことを誓約します。

します。
また、企画提案書について返却を希望

しません。

令和 年 月 日

近畿地方整備局国営飛鳥歴史公園事務所長
松本 浩 殿

提出者）住 所
電話番号
会 社 名
代 表 者 役職名 氏名 印

作成者）担当部署
氏 名
電話番号
Ｆ Ａ Ｘ
E - m a i l

注１：企画提案書として様式２から様式７までを提出すること。

注２：返信用封筒として、表に提出者の住所・氏名を記載し、簡易書留料金分を加えた所定の料金分の切手を貼

った長３号封筒を企画提案書と併せて提出すること。

注３：企画提案書の返却を希望する場合は、注：２で指定した封筒は角２号とし、返却に必要な料金を加えた切

手を貼ること。
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（様式２）

・平成２１年度以降の企業の同種又は類似業務実績

業務分類 同種（又は類似）業務

業務名

契約金額

履行期間

発注機関名

住所

TEL

概 要

技術的特徴

注１：業務分類には、説明書の2.(1)④において定義した「同種」、「類似」のいずれかを記載する。

注２：様式４（技術者等の業務経験及び能力）に記載した同種又は類似業務を重複して記載できる。

注３：概要及び技術的特徴については、具体的に記述すること。

注４：記載した業務に係る契約書の写し及び仕様書等の業務内容が判断できる資料を添付すること。
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（様式３－１）

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況

※ １～３の全項目について、該当するものに○を付けること。
※ それぞれ、該当することを証明する書類（認定通知書の写し・一般事
業主行動計画策定・変更届（都道府県労働局の受領印付）の写し）を
添付すること。

※「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取
扱要綱」第２条に規定する同要綱の対象となる外国法人については、
別紙３－２の様式例を使用する。

１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等

○ １段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等
の働き方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ ２段階目の認定を取得しており、かつ、「評価項目３：労働時間等
の働き方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ ３段階目の認定を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】

○ 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を
策定・届出をしており、かつ、常時雇用する労働者が300人以下で
ある。

【 該当 ・ 該当しない 】

２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定

○ 「くるみん認定」(旧基準)を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】

◯「くるみん認定」(新基準)を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】

○ 「プラチナくるみん（特例）認定」を取得している。
【 該当 ・ 該当しない 】

３．青少年雇用促進法に基づく認定

○ 青少年雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）を取得してい
る。

【 該当 ・ 該当しない 】
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（様式３－２）

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標について適合状況
（「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する外国法人の確認事務取扱要綱」第２
条に規定する同要綱の対象となる外国法人の場合）

※ １～３の全項目について、該当するものに○を付けること。
※ それぞれ、該当することを証明する書類（内閣府男女共同参画局長による認定
等相当確認通知書の写し）を添付すること。

１．女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定等

○ １段階目の認定に相当しており、かつ、「評価項目３：労働時間等
の働き方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ ２段階目の認定に相当しており、かつ、「評価項目３：労働時間等
の働き方」の基準を満たしている。

【 該当 ・ 該当しない 】

○ ３段階目の認定に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】

○ 一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を
策定している状態に相当しており、かつ、常時雇用する労働者が30
0人以下である。

【 該当 ・ 該当しない 】

２．次世代育成支援対策推進法に基づく認定

○ 「くるみん認定」(旧基準)に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】

○「くるみん認定」(新基準)に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】

○ 「プラチナくるみん（特例）認定」に相当している。
【 該当 ・ 該当しない 】

３．青少年雇用促進法に基づく認定

○ 青少年雇用促進法に基づく認定（ユースエール認定）に相当してい
る。

【 該当 ・ 該当しない 】
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（様式４）

・技術者等の業務の実績、経験及び能力
（平成２１年度以降の主たる担当者の同種又は類似業務の実績）

業務分類 同種（又は類似）業務

業務名

契約金額

履行期間

発注機関名

住所

ＴＥＬ

概 要

技術的特徴

当該技術者の

業務担当の内容

注１：業務分類には、説明書の2.(1)⑤において定義した「同種」、「類似」のいずれかを記載する。

注２：様式２（平成２１年度以降の企業の同種又は類似業務実績）に記載した同種又は類似業務を重複して記載

できる。

注３：概要及び技術的特徴については、具体的に記述すること。

注４：記載した業務に従事した事を証する契約書と業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付するこ

と。
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（様式５）
業務実施体制

主たる担当者

氏名：◯◯◯◯

所属：◯◯◯◯(株)

役職：◯◯◯◯

担当者 担当者 担当者

氏名：◯◯◯◯ 氏名：◯◯◯◯ 氏名：◯◯◯◯

所属：◯◯◯◯(株) 所属：◯◯◯◯(株) 所属：◯◯◯◯(株)

役職：◯◯◯◯ 役職：◯◯◯◯ 役職：◯◯◯◯

担当する分担業務内容 担当する分担業務内容 担当する分担業務内容

◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ ◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯ ◯◯◯◯◯◯◯◯◯◯

【注意事項】
・業務の分担について具体に体制図として示すこと。
・記載した体制図は参考例であり、より実態にあった体制について記載すること。

分担業務の内容 再委託先又は協力先、及びその理由(企業の技術的特徴等)

注：他の企業等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の協力を受けて業務を実施する場合にのみ

記入のこと。ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。
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（様式６）

・実施方針 ・実施フロー

・工程表

検討項目 業務工程 備考

月 月 月 月 月 月

・有益な代替案、重要事項の指摘と重要事項の指摘に対する対応

注１）業務の実施方針、実施フロー、工程計画について簡潔に記載する。

注２）上記会社名欄以外に提出者を特定することができる内容の記述（具体的な社名・個人名等）を記載しては

ならない。
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（様式７）

・特定テーマに対する企画提案

特定テーマ：国営飛鳥・平城宮跡歴史公園の２つの公園への来訪促進を目的とし
たコンテンツ等の更新方針について


